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概要

現実の報酬支払契約の多くは，純然たる「成果連動型報酬」ではなく，低位の成果に

関しては罰定的な「基本給」を支払う，という形態をとる.このような，固定給と変動給

の組み合わせによる報酬契約を従来の標準的なプリンシパル・エージェント問題の次善

解として導出するには努力と成果の開の確率的関係に特殊な仮定(尤度比が下方の成果に

関して一定となる)が必要で、ある.これに対し本稿は，エージェントが，確率分布そのも

のがよくわからないという意味での，より高次の不確実性(ナイト流不確実性)に直面し，

epsilon-contaminationと呼ばれる複数の確率分布から成る集合についての Maximinの

期待効用の最大化を図る場合には，より一般的な主観確率分布に関して下方に硬宜的な報

酬契約が次善解として自然に導き出されることを示したものである.エージ、ェントが抱く

ナイト流不確実性の度合いが強まるほど，盟定給の対象となる成果の範閉が広がる一方，

変動給部分の賃金増加率は高まる，という結果が得られる.
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1.序

非対称情報下でのエージェントの側のそラルハザードを含むプリンシパルーエージェン

ト問題 (P-A問題)の典型例に於いては，エージェントの選好がリスク回避的である場合

には完全情報下での最善の報酬契約(固定給)はエージェントの怠業を招いてしまうもの

の，エージ、ェントの努力と成果の時の確率的関係が単調尤度比条件など一定の条件を満た

す場合には，成果の多寡に正相関した変動給契約によってエージェントの怠業を抑制した
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次善の契約が締結可能である，というのが標準的な結論であった.

しかし，現実の報酬支払契約の多くは純然たる「成果連動型報酬」ではなく，低位の成

果に関しては国定的な「基本給Jを支払う，という形態をとる.例えばストックオプショ

ンを織り交ぜた企業経営者の報酬契約や，就業から日の浅い保険外交員の賃金契約がそれ

にあたる.また，景気変動に応じた賃金調整をボーナスの調整によって行っていたかつて

の日本企業の慣行も，基本給と変動給の組み合わせの一種と理解することも出来る.

これらの実例を， P-A問題の解として導出することは，尤度比が部分的に成果に関し

て一定となる部分をもつような確率分脊を想定すれば可能である. しかしながら，この場

合，固定給部分の発生を単に確率分布の形状のみに帰すことになり，その経済学的解釈が

不自然となる.寧ろ，経済主体，とりわけエージ、ェントの備が，努力と成果の関の確率的

関係そのものがよくわからないという，より高次の不確実性(いわゆるナイト流不確実性)

に直面しており，契約ごとに，エージ、ェントの直面する不確実性の程度が異なるために固

定給部分の構成比が変わる，と考えた方が自然である.

本稿は，従来の期待効用理論に基づく P-A問題(そこでは， r努力しでも高い成果が実現

するとは必ずしも保証されない」という意味で、の不確実性を扱ってはいるものの，努力と成果の間

の撹乱的な要因の(主観的)確率分布は依頼者・代理人双方ともわかっている，という形で定式化

が行われてきた)を，確率分布そのものがよくわからないという意味での不確実性(ナイト

流不確実性，または， Ambiguity)に経済主体が直面している場合に拡張した場合に，固定

給(基本給)と変動給(歩合給)の組み合せが次善均衡として得られることを示したもので

ある.より具体的には，純然たる変動給が次善均衡となるような，通常のエージェンシー

問題(努力と成果の聞の確率的関係に関し単調尤度比条件が成立している)に，ごくわずかに

エージェントの側のナイト流不確実性が加わっただけで，回定給(基本給)と変動給(歩

合給)の組み合せが次善均衡として得られる，という事を明らかにしたものである.つま

り，現実に多く観察される基本給と変動給を混合した報酬契約が，エージェントの側がナ

イト流不確実牲に直面している場合の P-A問題の解として，自然に導かれる，という

を示す.

近年，ナイト流不確実性に直面する経済主体の選好)11貢序の公理化が様々な形で実現して

いる.代表的なものに， Gilboa and Schmeidler (1989) の Maximin期待効用， Schmei-

dler (1989)の Choquet期待効用による表現がある.前者は， の確率分布に基づく

von N eumann-Morgenstern (v NM)型期待効用ではなく，複数の確率測度の集合から経

済主体にとって最悪の事態をもたらすような測度を用いた期待効用，後者は非加法的測度

(確率測度の満たす性質のうち，加法性のみ緩めたもの)を用いた Choquet積分を用いた期待

効用で表現される.また， Schmeidlerの特殊例として， Nishimura and Ozaki (2002)及
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びKojima(2004) によって公理が与えられた e-contaminationと呼ばれる確率測度の集

合を用いた Maximin期待効用による表現がある.

これらの公理化を受け，ナイト流不確実性の下でのエージ、ェンシー問題を扱った研究に

Ghirardato (1994)がある.これは単一の依頼者と単一の代理者とが得られた成果をどの

ように分けるかを分析したものであるが，依頼者・代理者双方とも同一の非加法的確率測

度による Choquet積分で利得を評価する(依頼者・代理者双方が間程度の不確実性に直面して

いる)という定式化である.そして，興味深い数値例として，インセンテイヴ・スキーム

が成果と「負の相関」をする例が示されている.

一方，本稿で扱うエージェンシー問題は Ghirardato(1994) と基本設定が同様である

ものの，ナイト流不確実性の定式化が異なる.不確実性に直面しているのはプリンシパ

ル・エージェントのうち，エージェントのみという非対称的な状況で，エージェントが利

得を確率測度の集合ε-contaminationを用いた Maximin期待効用で利得を評価する場合

を分析している.得られた主要な結論は以下のとおりである.エージェントがナイト流

の不確実性に直面している場合，次善の意味での最適なインセンテイヴ・スキームは，画

定給と変動給の組み合わせ，すなわち，比較的低い成果については成果の多寡に関わらず

固定給を支払い，ある成果を超える成果を上げた場合については，その多寡に連動した変

動給を支払う，という形のものになる.その回定給の対象となる成果の範囲は，代理者の

直面する不確実性が大きいほど大きくなる.しかし，国定給の範囲が大きくなるにつれ，

エージ、エントの側のモラル・ハザードの問題が深刻となるため，エージ、ェントへ実行させ

ることの出来る努力水準は低下する.エージ、ェントのモラルハザードを防止し，努力への

インセンテイヴを高めるために，不確実性の度合いが大きくなり国定給の範囲が増大する

のと引換えに，変動給部分の報酬の増加率は大きくなる.

報酬の下限が平坦な固定額となる例は，本稿のような定式化のほかにも， Townsend 

(1979)以下の一連の非対称'情報に伴う有限責任ルールのモデルがある.本稿は Townsend

(1979) とは異なり，成果の額についてはプリンシパル・エージェント双方とも観察可能

かつ立証可能である.プリンシパルの取り分も Townsend(1979) とは異なり，成果の額

の全域に於いて単語増加となる(成果が増え続ける限り，プリンシパルの取り分も大きくなり

続ける). 

本稿の以下の構成は次のとおりである.第 2節で主要モデルを述べる.第 3節で，不

確実性の度合いと固定給・変動給の組み合わせの関係についての数値例および比較静学を

紹介し，第 4節で結論を述べる.
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2. ナイト流不確実性下のエージェンシー問題

2.1 モデルの概要

ここで議論するエージェンシー問題は， のプリンシパル(例えば企業)と単一の

エージェント(例えば労働者)との間の契約に関するもので，エージェントのモラルハ

ザードの問題のみに焦点を絞った標準的なものである(異なるタイプのエージェントが混

在し，そのタイプを依頼者が識加できないという，逆選択の問題が絡んだ一般的なエージェンシー

問題とは異なる).すなわち，プリンシパル(企業)は個々のエージェント(労働者) (そのタ

イプは既知)へ何らかの設備を提供，それを労{動者が企業の下で用いることにより，何ら

かの経済的価値(成果:Outcome)が生み出される.この成果を企業と労働者との間でど

のように分け合うか(どのような成果が上がった場合にどれだけ労働者へ報酬を払うか)を予め

契約で決める.

労働者が生み出しうる成果 Z は正の実数の尺度で数値化可能で、 Xlくぬく…く九の

n種類の数値をとる.これらのうち，どの成果が実際に実現するかは，労働者の努力によ

って決まる側面と，努力とは無関係の「運JI不運」によって決まる側面の二つがある.

企業は成果 Z の値を客観的かっ立証可能な形で知る事ができるが，労働者の努力水準を

観察することができない.そこで労働者は，企業の日を盗んで努力を怠るインセンテイヴ

をもっという，モラルハザードが発生し得る.努力が観察不能なために，労働者への報酬

は観察可能な成果に対して支払われることになる.的という成果に対する報酬を m とお

く.

企業と労鋤者は，以下の手番で行動する.まず企業がベクトル W ニ (Wlぅ…ぅ初η)(イン

センテイヴ契約あるいはインセンテイヴ・スキーム)を労働者に示す.労働者はこの W を受け

て，契約を締結するか否かを決める.締結した後，労働者は努力を提供し，その後，これ

に運・不運の確率的要因が加わって成果が決まる.そして，予め決められた W にしたが

って，叫が労働者に支払われ，残りの均一叫が企業の取り分となる.

なお，企業と労働者のもつ情報についてまとめると以下のようになる.

1.企業には労働者の努力水準が観察不能で、あるが，その他の情報，労働者の生産性・

選好(リスクと不確実性に対する態度)は，企業と労働者が共通 しい情報をもっ

(Common Knowledgeである). 

2.労働者は自分の努力水準は知っており，この私的情報の面では企業に対し，情報優
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位の立場にある.しかし労働者は努力と成果の間の関係にまつわる不確実性につい

て，企業と異なる選好をもっ.

1.より，ここでは労働者のタイプがわからないために発生する逆選択の問題は存在せ

ず， Holmstrom (1979)， Grossman and Hart (1983)， Rogerson (1985)等の一連の研究

で分析された，モラルハザードの側面だけを専ら問題としたエージ、ェンシー問題を分析す

ることになる. 2.の「不確実性についての企業と労働者の間で不確実性についての選好

が異なるjとは，従来の一般的なエージ、ェンシーモデルに於ける「リスクJについての選

好の違い(企業はリスク中立的，労働者はリスク回避的等々)ではなく， I不確実性」につい

ての選好が企業・労働者間で異なることを指す.

以下，この点について詳述する.

2.2 労働者の寵面する不確実性

一方，労働者の目的関数は以下の形態をとる.

E町町町叩U
e

(川川ε吋w別(μ例仲山一α吋←山)=川日2→=(1υ1トい日一寸寸ε吋恰)

ここで，U(叫)は vNM型期待効用理論に於ける効用インデックス (U'> 0ぅU"く 0)

である.また， αは努力の尺度で， αε[0，1]とする. c(α)はαという水準の努力を提

供するためのコストを表す関数 cは努力コストが取りうる最大値を表す.また，関数

町(α)は労働者がαという努力を採った場合に成果的が生じる確率を表す.

この労働者の目的関数の特徴は， ε(ε[0，1))の項の存在である. (1) 式は，通常の期待

効用関数と異なり， (1-ε)対 εのウェイトで分布町及び賞品空間上のありとあらゆる確

率分布を合成した確率分布の“集合" (ε-contamination) によって算出した Maximinの期

待効用となる.すなわち，通常の期待効用関数は単一の確率分布間の選好順序を表し，い

かなる賞品(インセンテイヴスキーム){叫}についても単一の確率分布で期待効用を算出

するが， (1)に於いては，インセンティヴ・スキーム毎に，集合 εーcontaminationの中か

ら最悪の数値を与えるものを選び取って算出された (1)式右辺の値を以て LotteryAct 

間の選好}II貢序を記述しようというのである 1) 極めて大雑把に言えば，確さ存分布が 1Ti(α) 

となることに関し εの度合い懐疑的で，その部分に関しては常に最悪の状態を念頭に置く

エージェント(労働者)を想定している.

1) より正式には，賞品空間上の期待効用を表す(1)式ではなく，状態空間から賞品空間上の鶴率分布の集

合への写像 (LotteryAct)を明示し，状態空間上の確率制度を用いた期待効用関数で LotteryAct間の選

好)11貫序が表現されるが，一定の操作で (1)式に帰着させる事ができる.詳細は玉井 (2004)参照.
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(1)式は Gilboaand Schmeidler (1989) による MaximinExpected Utility関数を，確

率分布の集合を e-contmninationに特定化したものとみなす事ができる.また， Schmei-

dler (1989) に於ける，非加法的測度を用いたショケ (Choquet)積分による期待効用関数

の一種とみなすこともできる.そして，パラメータ εはDowand Werlang (1992) に於け

る "ambiguitylevel'うに対応する.

ここで，U(ω)ぅ介(α)ぅc(α)について，以下を仮定する.

仮定 1 (1) U(w)は定義域は (ω0ぅ∞)を定義域とする強増加強出関数である.ただし，

ω。は任意の実数である.

(2) limω→ ωo U(ω) =一∞.

仮定 2

i)単調尤度比 (MonotoneLikelihood Ratio (MLR)) 

[0ぅ1]について tの増加関数.

がすべての αε

ii)累積分布関数の凸性 (Convexityof Distribution Function: CDF) …累積分

布関数デm 川 (α)が，すべての m 1うえ…ぅnについて αの凸関数.

iii) すべての j= 1うえ…ぅ η について， η(α)> O. 

仮定 3(cの凸性) c(・)の定義域は A，c' > 0ぅc"> 0， cの値域は有界閉区間.

2.3 企業の最適化問題

労働者と異なり，企業はリスク中立的かつ，不確実性は一切もっておらず，したがっ

て，リスク中立的な vNl¥lI型期待効用の最大化を図るものとする.また，労働者が， (1) 

のように表現できるような不確実性に関する選好をもっている，という事も企業は知って

いる.すると企業の最適化問題は，労働者の選好順序が (1) で表されることを考慮しつ

つ(労働者の直面するナイト流不確実性を考慮しつつ)自らの期待効用を最大化するようなイ

ンセンテイヴ・スキームと労働者に採らせる努力水準を考えることになる.よって企業の

最適化問題は
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TZEG(WJ)=玄(Xj一切j)介j(α) (2) 
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EUε(wぅα)三EUε(wぅα') Va'εA (4) 

制約条件 (3) は，このインセンテイヴスキームの下で代理契約を結ぶことが，労働者

にとって他で得られる効用機会 U と同様かそれ以上の効用を得る事を意味するための条

件 (IndividualRationality条件)であり，以下これを IR条件と略記する.一方，制約条

件 (4) は，インセンティヴ・スキーム w の下で労働者が自発的に努力水準 αをとる (w

によって αを実行させる事が可能(implementable)である)ための条件 (IncentiveCompati-

bility条件)であり，以下これを IC条件と略記する.

2.4 解の存在

Grossman and Hart (1983) はこの企業の問題を 2段階に分離，すなわち， (1) 各 αに

ついて，労働者にその行動(努力 (α))を実行させることのできるインセンティヴ・ス

キームのうち，最も費用の低い(したがって労働者にとっての報酬額の期待値の低い)もの

の集合を求めるということをすべての αについて行い， (2) その中で最も企業の期待利

得の高いものが最適解となる，という具合に分離し，最適解の存在を証明した.本稿にお

ける問題 (2) においても，企業の目的関数が成果と報酬に分割可能な形となっているた

めに，同様の二段階化が可能である.ただ一点，労働者がナイト流不確実性に直面してい

る分， IR制約と IC制約が微分不能点をもっという点が Grossmanand Hartの問題と

なる.しかし，基本的に IR制約と IC制約を満たすようなインセンテイヴ・スキームの

集合が凸集合であることが容易にわかるので，問題の基本構造は Grossmanand Hartと

同様で、ある.従って， Grossman and Hart (1 983) より，上記仮定 1~3 の下で解の存在

が保証される.

2.5 1階条件からの接近

仮に企業の問題 (2) ~ (4) の厳密な IC制約 (4) が労働者の効用最大化の 1階条件
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と同催であるならば，企業の問題の解としてのインセンテイヴ・スキームを簡便・実用的

に見出すことが可能となる.すなわち， (4) を

三EUε=0
Uα 

仲(さU川 (5) 

で置き換えた問題(以後，これを「緩和された問題」と呼ぶことにする)を解くことが，

元来の「厳密な問題Jを解くことと同値であるならば，置き換えて解いた方が簡便であ

る.

Rogerson (1985)は緩和された問題による置き換えが可能となるための十分条件とし

て，確率分布が単調尤度比条件 (MLRC) と凸性条件 (CDFC) を満たしている事，を挙

げたが，これらの条件が，労働者がε-contaminationによるナイト流不確実性に直面して

いる場合でも依然としてこれらの条件が緩和された問題の有効牲を保証するための十分条

件となる.

その主要な論理の流れは以下のとおりである.緩和された問題の IC条件は厳密な問題

のそれを含む，より緩やかな条件であるので，厳密な問題の解は緩和された問題の解の

中に含まれる.そこで，緩和された問題の解としての IncentiveSchelneの集合(当然，厳

密な問題の解も含まれる)の元の満たす性質を調べる. もしその性質質‘をj詰ilfrrたすf解1拝卒(はInc児ce印n式ιt出t

S仕che犯em註1ムeω)の集合に限つて，緩和された IC条件と厳密な IC条件とが同値であるのであれ

ば，緩和された問題を解くことと厳密な問題を解くこととがi可値となる.

そこで，まず緩和された問題を解いて，厳密な問題の解の候補を絞り込む.ただしこの

場合，労働者のナイト流不確実性に固有の問題に注意が必要で、ある. (3) にminが存在

することにより， IR条件が微分不龍点をもつからである.これは，労働者が真の分布が

侍であるかについて確信を抱けず，部分的に，常に最悪のシナリオ(確率分布が，報酬が最

低額になってしまうような成果を確率 1で上げてしまうようなものかもしれない)を考慮するこ

とによる.

例えば固定給のインセンテイヴ・スキーム ωω Vj E {l，…ぅη}があったとする.

このとき，ある jについてのみ，町を少し上げる場合と下げる場合を考える.切jのみ少

し上げても， r報酬の最低額Jは依然として ωのままである.しかし ωjのみ少し下げ

る場合は「報酬の最低額Jがω?となる.そこで，町を ωから上げる場合と下げる場合

で，労働者の限界効用が全く異なる.

以上のことを考慮する上で，以下の補題が有用である.
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補題 1 IR制約

(1 -ε) {吉川叩)一中)}+E {n~，nU(叫) -c} 
を満たす w の集合を A(α)とおく.

実際，A(α) = B(α)が成立する.ただし，

B(α)三 n?口 lBj(α)

叩 弓町削馴(μω叶α叫)
証明 すべての i= 1，う.….い川.汁う η について

今日(佳恰s含U川一

三(1-ε){tu川山(α)}+ε{ ~~nU(叫) -c} 
>U 

(最初の不等号は自明，二番目の不等号は W E A(α)より従う).よって W 巴 A(α)キ

W 巴B(α)である.

一方， W E B(α)であるなら

(1-ε)佐川α)-c(α)}川町)-c}江

が全ての jについて成立.よって， ωj min 叫なる jについても成立.よって W ε 

B(α)キ wε A(α)である Q.E.D.

この補題 1より， E-contaminationの下では， IR制約は η 個の制約 WεBj(α)ぅ J= 

1うえ…ぅ η の組となるので， IR制約 (3) を書き換えて緩和された問題を以下のように表

現することができる.すなわち，

号ザヱ(Xi一川町(α)

s.t. 

(υト山日1トい日一寸寸ε吋){信佐恰会辛守U町仰川川川川(仰何川川ω叫川附山i)iT仇)片川π向4川(μ例仲わ川α吋叶h川一)ト川川一寸イC吋(α十W例川川(仰川川ω叫3

a 工凶 (ωω 5ω ) 
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IR制約“群" (7) のうち，添え字jについての制約， W E Bj(α)をIRjとおく.制約

IRjに関するラグランジ、ユ乗数を αjぅj= 1うえ…ぅnとおき， IC制約 (5) についてのラグ

ランジ、ユ乗数を μとおくと，この緩和された問題の Kuhn-引lcker条件は，以下のように

なる.

一叫作町4μ州(付川α叫)十刊(1ト一 寸叶|工αjI U'(何ω叫川i)1π町「円ri(a 

、 Viここ L…ぅ η (8) 

会(…)片付)+μ(古川市)… c"(α)}ロ O ω) 

ぺ(1 恰山(α) c(α)}行 {U(Wj) C} -u] 0 (10) 

玄U(Wi)〆(α)一的)ニo (11) 

i=l 

αiどoVi 1，…ぅη(12)

添え字の集合 IをI三{1うえ…ぅη}と し，ある IncentiveScheme w についての報酬支

払いの最小値を担とおく.切j二型なる jからなる集合(Iの部分集合で，最惑の報酬の対象

となる状態)を，Im'in(w)とおく.その補集合 f¥Iminをfムm とおく.

IR1の定義から明らかなように η 本の不等式で表される IR制約 (IR.j)のうち，有効

なものは jε Iminなる jについてのものだけであり ，j E 1ムinなる jについては IRjは

脊効でない.よって，相補条件 (10) と (12) より，

αj三oif j E Inun 

αj = 0 if j E 1ムm

よって，入 E 27=1αj，。j三守と

(12) は以下のように整理できる.

し，移項して整理すると，

いん市出州一 )(1 +的 +μ芸
ただし，2:jEI竹山内ロ 1ぅ。jどO

If ，7εIい う入(1… ε)十 μ去

乞(均一切i)π~(α) 十 μ iLU(ω川'(α) 一円

の条件 (8) ~ 

(13) 

(14) 

入==2:jEIαjは，全ての IRfl11j約群，IRjが一斉に緩んだ場合の企業の限界効用に相当す

る.
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なお， μの符号について，以下が成立する.

補題 2 仮定 3のi，iiiうおよび仮定4の下， μ>0である.

証明 証明は，緩和された問題の有効性を仮定せずに μ>0であることを証明した

おwitt(1988)の手法を，労働者の側に e-contaminationに基づくナイト流不確実牲が存

在する場合に援用して行うことが出来る.詳細は玉井 (2004)参照.

この補題と (13) ~ (14) より，以下が成立する.

命題 1 仮定 3が成立する場合，緩和された問題の解としてのインセンテイヴ・スキー

ムは，ある関値 m = {1ぅ…川 -1}について，¥/j三mぅ切jニ担(固定給)， ¥/j > m なる j

については些く切m十1く切m+2く・・・く切η という成果連動型の変動給，というものにな

る.

証明 変動給の部分がjεI¥Iふnなる jについて単調増加となるのは，補題 2と (13)

より車ちにしたがうので，命題の証明としては，j < m ならば必ずjεImin，さもなく

ば必ずjεI;人的となるような m が存在する事が示されれば十分である.そのためには，

任意の jぅtεIについて，j E Iminかつ iεI:::ninであれば必ずjくtとなることが示され

ればよい.そしてそれは， (13)及び Uの関数形に関する仮定 2よりしたがう Q.E.D.

以上で，単調尤度比条件が成立する場合の媛和された問題の解としての次善のインセ

ンテイヴ・スキームが，ある成果よりも低い成果については国定給，それを超える部分に

ついては成果に正相関した変動給を支払うという性質をもつことがわかったが，これは非

減少列であるので， Rogerson (1985) と同様，XA上の確率分布が凸関数であれば，緩和

された問題で労働者が自発的に選択する努力水準が，もともとの厳密な問題の IC制約を

も満たしている事が言える.

3. 不確実性と 屈定給の対象となる成果の範囲

前節までの議論で，労働者がεの度合いだけ，真の確率測度が何であるかについての確

信がもてない場合に，次善のインセンテイヴ・スキームが，ある成果以下の成果について

は固定給，それを超える成果について成果連動型の変動給，という形になることが示され

た.本節では，不確実性の度合いのパラメータ εの大きさと，固定給の対象となる成果の

範囲の関係についての簡単な比較静学を行い，一つの数値例を示す.
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労働者の不確実性の度合い εの値が上昇すると，固定給(基本給)の対象となるような

成果の範囲が広がる.つまり，固定給支払いの対象となる成果の上限(関値)の Xm の番

m が大きくなり，生じうる成果の比較的広範囲の成果にわたって，国定給が支払われ

るようになり，変動給部分の比率が低くなる.ただし，容易に推測できるように，閤定給

の比率の上昇は，労働者の怠業のインセンティヴを高めるというモラル・ハザード問題の

深刻化につながるため，労働者へ実行させる事のできる努力水準は低下する.

3.1 由定給の範囲

この節では国定給の上限となる成果の番号 mの大きさ(固定給の範囲の大きさ)がどの

ような要因で決まるかを検討する.緩和された問題の l階条件 (13) より m に於いて

(1 -ε)入十A5J
'11η u 

1
2ム
一

寸

E
ム

十

一

+

f
m
一
m

π
一
作μ

 
+
 

、入F
V
 

1
1
4
 

く (15) 

が成立する.また，2.:jεIm.in ()j 1であることから， (13) のjE Iminについての合計を

とると，

p πぐ
-ιー ェ (1ーε)入I1十一二ー ム i十 μ): ~ 
U'(w) ¥ 1-屯同Jj(α)/ jdt川町

を得る.

このは6)式の最後の項乞jGImnh3よ7rj は，尤度比との，jが固定給の対象と

なる Iminにあること を所 与と した ，条件付期待値である.以下これを，

E(引jE Imin(m))と表記する Imin(m)比九m のうち，特に回定給の範囲の上

限の成果の番号がmであるような集合 (Jmin= {1ぅ…ぅ m}) を意味する.

このことを考慮し， (16) を (15)へ代入すると，固定給の上限 m は，以下の不等式を

満たす自然数となる.

(16) 

μ[t-EU|jεん如何l)1三 ε
 

「
1
1
1
1
1
1
1
1
1
J

、¥、
1
1
1
/

m
 

/
t
t
、、η

 
m
 -5 

.
サ
J

q
J
 

プ

出

削

/
I
I
I
l
¥
 

E
 

1
1ム
一

寸

1
ム

十
一
十

/
m
一
m

r八
一

π

「
t
i
l
i
-
-
L

μ
 

く (17) 

この不等式 (17) の最左辺を L(m)，不等号で挟まれた項を C(m)，最右辺を R(m)と

おく.

C(m)の分数部分は不確実性の度合い εの，国定給を得る確率に対する相対的な比事で

あり ，R(m)の鍵括弧内は尤度比の限界的増加を表す.

単調尤度比(特に，本稿の場合は尤度比が単調“強"増加)及び条件付期待値の性質か
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ら，L(m)ぅR(m)共に閥値 m について単調強増加であり，特に L(l)= 0である.一方，

C(m)は仮定3のiiiより mについて単調強減少である.更に，条件付期待値の性質か

ら，L(j十 1)く R(j) VjεIも成立することから， (17)を満たす m E Iminが必ず存在

する.

3.1.1 εの増大の影響

まずナイト流の不確実性が全く存在しないケース (ε=0の場合)を考える.この場合，

(17)と整合的なのは， m=  0の場合のみである.すなわち，成果の全域にわたり，次善

のインセンテイヴ・スキームは完全な成果連動型の変動給となる.

一方，ナイト流不確実性が存在する場合 (ε の値が正の場合)， (17)を満たす m(最適

な，固定給の上限)は 2以上の値を取りうる.また，入と μの値を所与とする限り， εの

値が大きいほど，最適な関値 m は大きくなる，すなわち，固定給の範囲が広がる.

下図に於いて，L(m)とR(m)に挟まれた領域と C(m)とが交わるような自然数 m が，

(17)を満たす最適な，固定給の上限 m*であるが， εの上昇によって C(m)全体が上方

へシフトするため，入と μを国定して考えると εの増大は 171/を上昇させる.

ところが，固定給の範囲の増大は，変動給部分を所与とすると，労働者の努力のインセ

ンテイヴを前いでしまう.そこで， IC制約がきっくなる結果， μの値は上昇する.一方，

他の効用機会 Uを一定とすれば，不確実性の上昇は労働者の効用を下げるため， IR制約

もきつくなり，入の値も上昇する.したがって， μ/入の値が εの上昇によって増加するの

か減少するのかについては不分明である.しかし，仮に μ上昇の影響の方が深刻な場合，

O *
 m

 

ηz 
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図に於ける様に μ/入の上昇によって L(m)とR(m)に挟まれた領域が左上方にシフトす

る.これは最適な m*を下げる(固定給の範囲を下げる)要因となる.

3.2 不確実性と努力水準

労働者の外部効用機会 Uの値を所与とし，不確実性パラメータ εの位が増大した場合

には，次善の賃金契約から引き出せる労働者の努力水準は低下する.その事を示す前に，

以下の補題に る.すなわち， εの増大に伴い賃金スキームを変更する場合，プリ

ンシパル(企業)は①由定給部分 (ω 町二・・・切m 盟)を一律・同額変更する②

切 1ぅ切2ぅ切m-lを一律・同額変化させ， ωmは ω1ぅ切2ぅ叩mー1と同額か，それ以上の値にな

るように変更する，のいずれかである.

補題 3 ある町立について 1mirzニ {1ぅ…ぅ m}が最適である場合， εのi浪界的な変化に

対する最適な賃金スキームの変更に於いて，

一口 dー
または

dWl = dω2 =...dωm-l = d1ι かつ dWmど

証明 プリンシパルにとっての賃金契約変更の限界的費用は，プリンシパルの期待利潤

-dG ち同(α)d叫-2:(均一切i)π'(α)dα
iEI iEI 

である.一方，エージェント(労働者)にとって賃金契約変更の限界的便益は，労働者が

賃金契約 (w) について告らにとって最適な αを常に選択している事を考慮すると，包絡

線定理より，

dEUε(1 -ε U'(叫 )d問十εU'(笠)也

である.ここで，dlιは， 1m川に属する tについての賃金変更のうち，最小のものを表

す.

(8) の両辺に d切 1 を乗じて tεIについて和を取ると，
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-2ンパα)dω汁
zεI 

ーさU'(ω)π(叫ん(主十(山
十入ε L eiU'(盟)d切 1

ぽ Irnin¥

+μLU'(叫)バ(α)d叫ニ。
zεI 

(18) 

ここで，I~in はんm の要素のうち dωi = d1立となるものからなる Iminの部分集合であ

る.

E Imin なる Wi についての一律・同額の賃金変更の場合， I~in Irηmであるので，

(18) の右辺第 2項と第 3項の和は労働者の効用の変化，dEUεに等しい.

また，単調尤度比条件より ，em とOぅ
。1，のい・.， em-1> 0であるが，eiチOなる tに

ついて一律・同額でない賃金変更を行うと ，d叫 > d1ιであることに注意して， (18) よ

り， (18)右辺の第 2項と第 3項の和 >dEUεとなってしまい， (18)式の合意は

dG+入dEUε(1+ぴ)= 0 (σ はdEUεと同符号)

-dG 
仲一一τ=入(1+σ) 

dEu 

( (18) 式の第 5 項は IC 制約の全微分と (9) より ~iEI(Xi - Wi)バ(α)dαに等しい)とな

る.つまり ，eiチ0なる tについて一律・同額でない賃金変更を行うと，そうでない賃金

変更に比べ，プリンシパルにとって，エージェントの効用 1単位あたりのコストが必ず

高くなってしまう.従って，補題がしたがう Q.E.D.

補題4 労働者の効用関数が U(ω)= ln(ω)であり，確率分布関数に関してバ'(α)=

-f(α)バ(α)が成り立つ (f(α)はαについての正値の関数)とき ，dα/dεく Oである.

証明 (8) の両辺に d問を乗じ iεIについて総和を取ると，

-L 7fi(α)dωi+入i(1-ε)玄U'(叫 )dωz十 εU'(1Q)d笠
iEI 1... iEI ) 

+μ乞U'(Wi) 7f~ (α)d切 i= 0 (19) 
iEI 

IC制約の全微分より，

pf川叶{~U(切i)バf山'(αl}da=o 側
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これを (19) の第 3項へ代入し，更に IR制約の全微分及びIR制約より (19)の第 2項

が凸[立 -(U(笠)-c)] dεであることに注意すると， (19) は

ヱπi(α)dωi-2::)Xi一叫)バ(α)dα
iEI εI 

:T32[立一川 -c)] d (21) 

また， (13) の両辺に同(α)を乗じて tεIについて総和を取ると，一般に確率分布関数

についてヤ-F74(α)=0が成立するから，

A = L Wi1fi(α) 
iEI 

が成立する.これの全微分以 =LiEI町 (α)d叫十 LiEI叫が(α)dαを考慮すると， (21) 

は結局，

~入
d入…): Xi 1f~ (α)dα:一一一[立-(U(ω) -c)] dε (22) 

ム-' 1-ε-
~El 

を得る.一方， IC制約の全微分に， (8) の全微分を代入して d叫を消去しぬ =0とお

くと，Uが対数関数の場合，

[ト(υl一 εけ)玄LU'(町印'(い川(仰何川ω叫Z

1εI 

十乞 {π~(α)}2

則的(α)
U'(ωi)dμ 

iャ ξImM34(α)I =入 1)~ U'(切i)π'(α)-U'(笠)ー/~I dε(23)  

単調尤度比条件と限界効用逓減より ，d入の係数は負，dμの係数は正，右辺の dε の係数

は正である.以上 (22) と (23) より，仮に dαoとおいた場合，d入/dε>0ぅdμ/dε>

Oである.これを， αに関する 1階条件 (9) の全微分を dα ニ Oとおいたものに代入する

と，確率分布関数がπ"(α)ロ
- f(α)介'(α)という性質を満たす場合， 2階条件も加味する

とd入>0ぅdμ>0の下では符号が負になる.これは ε増大後に労働者に増大前と同じ α

を課すことの企業にとっての限界費用が限界利潤を上回ることを意味するので， ε増大後

はぬく Oが最適となる. Q.E.D. 

3.3 数値例 1 n = 3の場合

固定給が発生する最も簡単な例として，成果の値が 3種類しかない場合の計算例を挙

げる.ここでは，仮定 1~3 を満たす効用関数う分布関数?費用関数の例として，
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U(ω) = ln(ω) 

j(α)ニ 2{dj+(1-d)(nH-j)}
η(η 十 1)

巾 )=1-j1て五

を用い， η=3ぅU= 1とした.ε が 7%程度で，国定給が発生する.

(x_1， x_2ぅ x_3)= (3ぅ4ぅ 5) Outside option = 1 

4 

3.5 
ぷメ玄

3 
同

臨磁・

-日--儲醐
2.5 ..-

己h主D 2 
一-+-epsilon=O 

ー張家-epsilon=0.06851 

1.5 

1 

0.5 

O 
w1 w2 w3 

2.382 2.7679 3.2656 

一銭-epsilon=0.06851 2.7561 2.7561 3.4823 

Outcome 

3.4 数値例 2 nが極めて多数の場合

(24) 

(25) 

(26) 

以下は η を無限に大きく取った場合の極限に於ける，開催m を両す条件 (17) を加

味したインセンテイヴスキームの計算例である.すなわち，上記 (25) に於ける確率分

布で描かれる問題は，Xj = b + l (土)という変換を行なって η が極めて大きな数であ

る場合には，成果 Z が区間 [bぅb十月上の実数値をとり Xの確率密度関数がg(Xぅα)三

2 [ya (ヂ)+ (1 -ya) (1一千)Jである場合の問題で以て近似できる.以下の表は，こ

のような連続分布での近似と Uの関数形の特定化で得られた計算例である.ここでは立

の値を 1に，また Xの区間を [bぅb+10]にとっている(企業がリスク中立的であるので，

bの値の多寡は結果に影響を及ぼさず X の取り得る値の範開 lが影響する). 

εの値の大きい程，固定給の範囲 limn→∞ m/η は拡大するが，労働者に実行させるこ

とのできる次善の努力水準は低下する.
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111叫→∞ (m/η)1 入 |μ|
0.00 0.0000 3.102 1.031 0.3528 

0.01 0.1221 3.12 1.0785 0.3401 

0.02 0.1723 3.141 1.1201 0.3310 

0.03 0.2102 3.1645 1.1596 0.3232 

0.04 0.2416 3.189 1.1979 0.3163 

0.05 0.2688 3.2145 1.2357 0.30999 

ここで注目すべきは，たった 1パーセント不確実性が発生しただけで，下方 12パーセ

ント以上の相対)順位の成果が固定給の対象となることである.

以下の図は，上の表の数値例で示された，連続分布で近似したインセンティヴ・スキー

ムの形状である (t= j/η である).外部での効用機会を一定に基準化すると，不確実性 ε

の上昇は固定給の対象となる成果の範囲を広げるだけでなく，国定給の金額(基本給)も

させる.しかし，手厚い基本給は労働者の側のモラルハザードの原因ともなるため，

変動給部分の賃金上昇率は大きくなる.

5 

4 

3 

Jage 

2 

O 0.2 0.4 0.6 0.8 

j/n 

4.結 語

企業はナイト流不確実性に直屈していないものの，労働者にとっては努力と成果の間の

確率的な関係についての確信が一部分 (ε の度合い)崩れ，労働者がいわばナイト流不確
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実性に直面している場合，労働者の努力水準を企業がコントロールできない状況下での次

善の意味でのインセンテイヴ・スキームは，固定給と変動給を組み合わせたものとなる.

すなわち，比較的低い成果については基本給を保証し，ある成果を超えた段階から成果

の多寡に応じて報酬に差をつける，という形のインセンテイヴ・スキームが次善均衡とな

る.国定給から変動給へ移行する成果の境界は，不確実性のパラメータ εの値が大きい場

合には上方にずれる.すなわち，労働者の直面する不確実性がより深刻になるほど，田定

給の対象となる成果の範囲が広がり，その回定給の金額(基本給)も上昇する.

ナイト流の不確実性に直面する労働者にとっては，不確実性に直面していない労働者に

比して， I最悪の報酬」は極めて重要な関心事となる. I報酬の下限」が限界的に上昇する

ことの限界効用は，その他の報酬額が限界的に上昇することによる限界効用を上回る.し

たがって，不確実性の大きな労働者を契約に引き寄せるためには，企業は，変動給の中位

ないし上位の報酬支払額を上げるよりも，まず報酬の下限を引き上げることによった方

が，報酬支払い費用を低く抑えることができる.こうして報酬の下限からまず引き上げら

れることによって，固定給部分が発生する.しかし，手厚い基本給は同時に労働者のそラ

ル・ハザードをも生む.そこで， εが大きい場合，手厚い基本給と引き換えに変動給部分

の賃金上昇率は大きくなる.

本稿の分析は，一般に観察される基本給と変動給の組み合わせによるインセンテイヴス

キームが，モデルへのナイト流不確実性の導入によって極めて自然に導かれることを示し

た.ただし，ここでは一人の企業と一人の労働者の開の契約のみ扱っている.これを労使

の団体交渉のように，複数の労働者との間の契約に拡張することも考えられる. また，本

稿で、扱った情報の不完全性は，専ら企業が労働者の努力水準を観察ないしコントロールで

きない，という，労働者のモラルハザードである.モラルハザードだけでなく，企業が労

働者のタイプ，とりわけ， εの値を不完全にしか知らない場合や，企業自身も不確実性に

直面している場合のインセンテイヴスキームの分析は，今後の研究課題である.
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